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            ⅠⅠⅠⅠ    平成平成平成平成２２２２４４４４年度年度年度年度        決決決決        算算算算        のののの        概概概概        要要要要    

 

１１１１    平成平成平成平成２２２２４４４４年度年度年度年度のののの国国国国のののの財政運営財政運営財政運営財政運営とととと地方財政地方財政地方財政地方財政対策対策対策対策 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２２２２    本市本市本市本市のののの決算決算決算決算のののの状況状況状況状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

○○○○    普通会計普通会計普通会計普通会計のののの決算決算決算決算のののの特徴特徴特徴特徴（（（（H2H2H2H24444決算統計決算統計決算統計決算統計からからからから））））    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 平成 24年度の国の当初予算は，「日本再生元年予算」と位置づけられ，東日本大震災から

の復興，経済分野のフロンティアの開拓などの重点分野を中心に編成されました。 

また，大型の緊急経済対策補正予算を編成し，防災・減災事業や地域活性化事業などを追

加し，日本経済の再生を図ることとされました。 

地方財政対策については，通常収支分と東日本震災分を区分して整理することとされ，地

方交付税は，地域主権改革に沿った財源の充実を図るため，対前年度比 0.5％の増で，平成

20 年度以降５年連続でプラスの伸びとなりました。 

また，臨時財政対策債は，一般財源総額を確保した上で地方財政健全化のため発行額を抑

制することとされ，対前年度比 0.4％の減となりました。 

 

平成 24 年度は，４月１日の市制施行 60 周年記念式典を皮切りに，「スポーツ」「グルメ」

「地域のお宝発見」を柱として，市民との協働により１年を通じて各種記念事業を実施しま

した。 

また，市内全域で「まちづくり協議会」が立ち上がり，市民が主役となり地域を盛り上げ

ていく新たなまちづくりが本格的にスタートしました。 

 さらに，地方バス路線維持への対応や学校施設耐震化事業の前倒し施工，隅田川１号橋改

築事業の着手など，市民生活の安心と安全を確保する事業を重点的に実施しました。 

（（（（1111））））歳歳歳歳    入入入入            

・・・・市税市税市税市税（（（（地方特例交付金地方特例交付金地方特例交付金地方特例交付金をををを含含含含むむむむ））））【対前年度比△4.2％】 

景気の回復が鈍いことから減収となりました。（４年連続の減収）  

 

・・・・地方交付税地方交付税地方交付税地方交付税（（（（臨時財政対策債臨時財政対策債臨時財政対策債臨時財政対策債をををを含含含含むむむむ））））【対前年度比△ 2.9％】 

平成 20年度以降 3年連続で増加していましたが，平成 23年度以降は，２年連続で

減少となっています。 

     

・・・・建設地方債建設地方債建設地方債建設地方債【【【【対前年度比＋41.7％】】】】    

学校施設耐震化事業など防災・減災事業費の増により大幅な増額となりました。  
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（（（（2222））））歳出歳出歳出歳出（（（（目的別目的別目的別目的別））））    

        ・・・・総務費総務費総務費総務費【【【【対前年度比＋4.5％】】】】    

                魅力あるまちづくり交付金の新設や地方バス路線維持への対応等により増加しま

した。 

    

・・・・労働費労働費労働費労働費【【【【対前年度比△47.6％】】】】    

                緊急雇用対策事業費の減により大幅な減少となりました。 

   

・・・・商工費商工費商工費商工費【【【【対前年度比△37.3％】】】】    

            平成 23 年度で道の駅整備が完了したことにより減少しました。 

   

・・・・土木費土木費土木費土木費【【【【対前年度比△5.5％】】】】    

                隅田川１号橋改築事業の着手等により普通建設事業費は増加していますが，下水 

道事業会計への繰出金が大幅な減となったことから，土木費全体では対年度比マイ 

ナスとなりました。 

（（（（3333））））歳出歳出歳出歳出（（（（性質性質性質性質別別別別））））    

        ・・・・維持補修費維持補修費維持補修費維持補修費【【【【対前年度比＋19.2％】】】】    

                道路関連，市営住宅等の維持補修費が増加しました。 

 

  ・・・・普通建設事業費普通建設事業費普通建設事業費普通建設事業費【【【【対前年度比＋10.7％】】】】    

                補助事業では，民間の介護施設整備事業補助金，私立保育所の整備事業補助金や学

校施設耐震化事業等の増により 14.0％増加しました。 

    単独事業では，隅田川１号橋改築事業や学校施設耐震化事業等の増により 6.3％増

加しました。 

   

・・・・積立金積立金積立金積立金【【【【対前年度比△37.7％】】】】 

市税収入等の減等により財政健全化のための積立額が減少しました。                 

（（（（4444））））主主主主なななな財政指標財政指標財政指標財政指標    

        ・・・・経常収支比率経常収支比率経常収支比率経常収支比率    91.791.791.791.7％（％（％（％（目標値目標値目標値目標値 90.090.090.090.0％％％％未満未満未満未満））））【【【【対前年度比＋0.3ポイント】】】】    

                分子となる人件費や公債費は減少しましたが，分母となる市税や地方交付税が減少

したため比率が上昇しました。 

 

  ・・・・起債制限比率起債制限比率起債制限比率起債制限比率    7.67.67.67.6％（％（％（％（目標値目標値目標値目標値 9.09.09.09.0％％％％未満未満未満未満））））【【【【対前年度比△1.0ポイント】】】】    

                昨年度，目標の 9.0％を達成し，更に改善することができました。 
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○○○○    健全化判断比率健全化判断比率健全化判断比率健全化判断比率（（（（地方公共団体財政健全化法地方公共団体財政健全化法地方公共団体財政健全化法地方公共団体財政健全化法によるによるによるによる比率比率比率比率）））） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３３３３    今後今後今後今後のののの財政運営財政運営財政運営財政運営についてについてについてについて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

        ・・・・実質赤字比率実質赤字比率実質赤字比率実質赤字比率（（（（赤字赤字赤字赤字なしなしなしなし））））    

        ・・・・連結実質赤字比率連結実質赤字比率連結実質赤字比率連結実質赤字比率（（（（赤字赤字赤字赤字なしなしなしなし））））    

                両比率とも赤字がないため，比率なしとなっています。 

  

 ・・・・実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率    11.811.811.811.8％（％（％（％（目標値目標値目標値目標値 10.010.010.010.0％％％％未満未満未満未満））））【【【【対前年度比△2.5ポイント】】】】    

                市全体の健全化に取り組んできた結果，目標の 10.0％に近づいています。 

 

・・・・将来負担比率将来負担比率将来負担比率将来負担比率    84.384.384.384.3％（％（％（％（目標値目標値目標値目標値 110.0110.0110.0110.0％％％％未満未満未満未満））））【【【【対前年度比△11.9ポイント】】】】    

                目標値の範囲内で推移していますが，市債発行額が直ちに比率に反映されるため，

今後も注意しながら，財政運営をしていく必要があります。 

 

景気回復の遅れから市税収入は，４年連続で減収となりました。 

 また，地方交付税も平成 23年度から２年連続で減少しており，今後も一般財源の大幅な

増収は見込めないものと予測されます。 

 しかし，学校施設耐震化事業や防災・減災事業は，早急に完了し，市民の安全・安心を

確保していかなければなりません。 

 また，未来に向かって力強く前進する笠岡となるよう，教育の充実や子育て支援，さら

には定住促進やまちづくり協議会との協働事業などの取り組みも充実させる必要がありま

す。 

 こうした，誰もが安心して活き活きとして暮らせるまちづくりを進めるため，引き続き

財政健全化の取り組みを強化してまいります。 

 今後も，景気回復の見通しや，消費税の改正に伴う社会保障制度改革など，国の政策転

換には，特に注意を払いながら，安定した財政運営を継続いたします。  

 



別表１

区 分 決 算 額 構 成 比 区 分 決 算 額 構 成 比
％ ％ 

ゴ ル フ 場 利 用 税
交 付 金
自 動 車 取 得 税
交 付 金

交通安全対策特別
交 付 金

2,677,709 物 件 費 12.5 0.1 

小 計

9.8 

16.8 

10.9 

43.7 

0.1 

0.2 

小 計

地 方 交 付 税

38,350 

株式等譲渡所得割
交 付 金

14,001,378 

　　0.0 

63.5 

10,374 

18,716 

466,252 

3,175 

地 方 譲 与 税

利 子 割 交 付 金

配 当 割 交 付 金

地 方 特 例 交 付 金

地方消費税交付金

1.0 

0.1 

（単位：千円）
歳　　　　　入 歳　　　　　出

市 税 3,434,343 31.6 16.0 6,976,972 人 件 費

226,389 

17,878 

14,454 

2,097,303 

3,597,232 

2,324,063 

（ う ち 職 員 給 ）

扶 助 費

公 債 費

6,182,129 

57,063 0.3 

0.1 

9,355,638 

普 通 会 計 決 算 状 況

2.1 

28.0 

災害復旧事業

100.0 

4.0 

維 持 補 修 費

積 立 金

補 助 費 等

864,680 

386,902 

3,041,199 

2,353,688 

100.0 

1.1 

15.5 

0.2 

1.8 

14.2 

11.0 

0.1 

0.3 

　　0.0 

4.6 

6.9 

0.1 

8.5 

16,342 

2.7 

1,468,446 

20,562 

単　　　独

普通建設事業

合 計

2.5 

1.5 

0.6 

10.1 

6.5 

1.8 

1.6 

142,124 

64,952 

407,107 

358,514 

594,196 

233,557 

3,310,589 

42,349 

0.3 

単　　　独

21,401,631 

1,881,494 

2,218,651 

1,437,331 

72,395 

541,572 

320,926 

投 資 的 経 費

繰 出 金

10.9 2,333,126 

合 計

補　　　助

補　　　助

22,051,014 

4,220 

手 数 料

繰 越 金

繰 入 金

寄 附 金

財 産 収 入

県 支 出 金

国 庫 支 出 金

使 用 料

分 担 金 負 担 金

地 方 債

投 資 出 資 貸 付 金

(うち臨時財政対策債) 1,020,694 

注：普通会計とは，一般会計に住宅資金貸付事業，へき地診療施設及び相生墓園事業を含めたものです。

諸 収 入

－4－



別表２

（単位：千円）

区 分 ２４ 年 度 ２３ 年 度 増 減 率

％ 

市 税 6,976,972 7,233,788 △ 3.6 

地 方 譲 与 税 226,389 241,239 △ 6.2 

利 子 割 交 付 金 17,878 22,866 △ 21.8 

配 当 割 交 付 金 14,454 14,490 △ 0.2 

株式等譲渡所得割交付金 3,175 2,956 7.4 

地 方 消 費 税 交 付 金 466,252 474,995 △ 1.8 

ゴルフ場利用税交付金 38,350 38,265 0.2 

自 動 車 取 得 税 交 付 金 57,063 45,759 24.7 

地 方 特 例 交 付 金 18,716 70,617 △ 73.5 

地 方 交 付 税 6,182,129 6,413,344 △ 3.6 

（ 普 通 交 付 税 ） 5,291,122 5,514,611 △ 4.1 

（ 特 別 交 付 税 ） 891,000 898,731 △ 0.9 

（震災復興特別交付税） 7 2 250.0 

歳入状況及び前年対比表

（震災復興特別交付税） 7 2 250.0 

小 計 14,001,378 14,558,319 △ 3.8 

交通安全対策特別交付金 10,374 10,633 △ 2.4 

分 担 金 負 担 金 541,572 565,469 △ 4.2 

使 用 料 320,926 337,007 △ 4.8 

手 数 料 142,124 146,028 △ 2.7 

国 庫 支 出 金 2,218,651 2,524,378 △ 12.1 

県 支 出 金 1,437,331 1,334,185 7.7 

財 産 収 入 72,395 32,980 119.5 

寄 附 金 64,952 39,260 65.4 

繰 入 金 407,107 444,111 △ 8.3 

繰 越 金 358,514 395,143 △ 9.3 

諸 収 入 594,196 605,770 △ 1.9 

地 方 債 1,881,494 1,611,351 16.8 

合 計 22,051,014 22,604,634 △ 2.4 
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別表３
市　　税　　の　　状　　況

標準税 標準税率 現年 滞納

現年課税分 滞納繰越分 合 計 率超過 現年課税分 滞納繰越分 合 計 超過収入 課税 繰越 合計

調定額 済額 分 分

％ ％ ％ 

1 6,567,416 393,289 6,960,705 64,740 6,463,212 70,891 6,534,103 64,740 98.4 18.0 93.9

2,576,120 175,322 2,751,442 64,740 2,539,482 36,956 2,576,438 64,740 98.6 21.1 93.6

個人均等割 73,110 6,016 79,126 71,880 1,229 73,109 98.3 20.4 92.4

所 得 割 1,981,033 163,024 2,144,057 1,947,686 33,312 1,980,998 98.3 20.4 92.4

上記のうち
退職所得分

24,362  　 　　 0 24,362 24,362  　 　　 0 24,362 100.0 - 100.0

法人均等割 125,449 6,035 131,484 123,470 2,334 125,804 98.4 38.7 95.7

法 人 税 割 396,528 247 396,775 64,740 396,446 81 396,527 64,740 100.0 32.8 99.9

3,582,755 206,891 3,789,646 3,518,466 31,932 3,550,398 98.2 15.4 93.7

純 固 定
資 産 税

3,576,342 206,891 3,783,233 3,512,053 31,932 3,543,985 98.2 15.4 93.7

土 地 1,540,283 89,789 1,630,072 1,512,595 14,436 1,527,031 98.2 16.1 93.7

調 定 済 額 収 入 済 額 徴 収 率

（単位：千円）

区 分

①

(ｳ)

(ｴ)

(2) 固 定 資 産税

普 通 税

(1)

(ｱ)

(ｲ)

市 民 税

(ｱ)

土 地 1,540,283 89,789 1,630,072 1,512,595 14,436 1,527,031 98.2 16.1 93.7

家 屋 1,162,521 67,768 1,230,289 1,141,623 10,896 1,152,519 98.2 16.1 93.7

償 却 資 産 873,538 49,334 922,872 857,835 6,600 864,435 98.2 13.4 93.7

交 付 金 6,413 6,413 6,413 6,413 100.0 100.0

127,803 11,076 138,879 124,526 2,003 126,529 97.4 18.1 91.1

280,738  　 　　 0 280,738 280,738  　 　　 0 280,738 100.0 - 100.0

2 446,684 27,307 473,991 438,655 4,214 442,869 98.2 15.4 93.4

446,684 27,307 473,991 438,655 4,214 442,869 98.2 15.4 93.4

土 地 254,565 15,562 270,127 249,989 2,402 252,391 98.2 15.4 93.4

家 屋 192,119 11,745 203,864 188,666 1,812 190,478 98.2 15.4 93.4

7,014,100 420,596 7,434,696 64,740 6,901,867 75,105 6,976,972 64,740 98.4 17.9 93.8

1,081,391 409,688 1,491,079 1,001,396 77,065 1,078,461 92.6 18.8 72.3

合 計

国 民 健 康
保 険 税

(1) 都 市 計 画税

(ｱ)

(ｲ)

市 た ば こ税

目 的 税

(ｲ)

(3) 軽 自 動 車税

(4)

①

②

③

－6－



別表４
歳出状況及び前年対比表（性質別）

決 算 額 一 般 財 源 決 算 額 一 般 財 源 決 算 額 一般財源

％ ％ 

3,434,343 3,110,856 3,640,242 3,305,834 △ 5.7 △ 5.9 

3,597,232 1,091,993 3,462,451 981,398 3.9 11.3 

2,324,063 2,248,937 2,563,837 2,470,678 △ 9.4 △ 9.0 

9,355,638 6,451,786 9,666,530 6,757,910 △ 3.2 △ 4.5 

2,677,709 2,108,267 2,808,245 2,078,943 △ 4.6 1.4 

233,557 185,678 195,900 166,949 19.2 11.2 

3,310,589 2,868,290 3,390,887 2,899,381 △ 2.4 △ 1.1 

42,349 19,048 67,937 39,665 △ 37.7 △ 52.0 

386,902 51,286 426,156 71,412 △ 9.2 △ 28.2 

維 持 補 修 費

補 助 費 等

（単位：千円）

人 件 費

扶 助 費

公 債 費

増 減 率

区 分

２４　年　度 ２３　年　度

積 立 金

投資出資貸付金

小 計

物 件 費

386,902 51,286 426,156 71,412 △ 9.2 △ 28.2 

3,041,199 2,772,452 3,284,612 3,014,013 △ 7.4 △ 8.0 

2,353,688 798,699 2,135,853 866,144 10.2 △ 7.8 

普 通 建 設 費 2,333,126 794,971 2,108,197 859,094 10.7 △ 7.5 

補　　　助 864,680 69,802 758,275 41,527 14.0 68.1 

単　　　独 1,468,446 725,169 1,349,922 817,567 8.8 △ 11.3 

災害復旧事業 20,562 3,728 27,656 7,050 △ 25.7 △ 47.1 

21,401,631 15,255,506 21,976,120 15,894,417 △ 2.6 △ 4.0 合 計

投資出資貸付金

繰 出 金

投 資 的 経 費

－7－



別表５
歳出状況及び前年対比表（目的別）

決 算 額 構成比 一般財源 決 算 額 構成比 一般財源 決算額 一般財源

％ ％ ％ ％ 

議 会 費 293,189 1.4 293,189 350,347 1.6 350,347 △ 16.3 △ 16.3 

総 務 費 2,247,457 10.5 2,017,505 2,149,738 9.8 1,955,773 4.5 3.2 

民 生 費 6,949,532 32.5 3,549,997 6,674,499 30.4 3,383,007 4.1 4.9 

衛 生 費 2,715,199 12.6 2,180,393 2,935,207 13.3 2,328,903 △ 7.5 △ 6.4 

労 働 費 114,534 0.5 59,870 218,498 1.0 72,663 △ 47.6 △ 17.6 

農林水産業費 1,467,329 6.9 631,004 1,593,844 7.2 653,838 6.0 △ 3.5 

商 工 費 234,285 1.1 219,940 373,743 1.7 336,951 △ 37.3 △ 34.7 

土 木 費 2,342,125 10.9 1,819,074 2,477,466 11.3 2,104,759 △ 5.5 △ 13.6 

区 分

（単位：千円）

２４　年　度 ２３　年　度 増 減 率

消 防 費 813,821 3.8 792,578 771,791 3.5 760,390 5.4 4.2 

教 育 費 1,879,535 8.8 1,439,291 1,839,494 8.4 1,470,058 2.2 △ 2.1 

災 害 復 旧 費 20,562 0.1 3,728 27,656 0.1 7,050 △ 25.7 △ 47.1 

公 債 費 2,324,063 10.9 2,248,937 2,563,837 11.7 2,470,678 △ 9.4 △ 9.0 

諸 支 出 金  　　 　 -  　　 　 - 　　 　 -  　　 　 -  　　 　 - 　　 　 -

合 計 21,401,631 100.0 15,255,506 21,976,120 100.0 15,894,417 △ 2.6 △ 4.0 

－8－



別表６
歳 入 の 構 成 率 推 移 表

年　　度

区　　分

％ ％ ％ ％ ％ 

市 税 37.0  32.5  31.7  32.0  31.6  

自 動 車 取 得 税 交 付 金 0.5  0.3  0.2  0.2  0.3  

地 方 交 付 税 26.6  26.3  28.5  28.4  28.0  

分 担 金 ， 負 担 金 ， 寄 附 金 2.8  3.1  2.7  2.7  2.8  

使 用 料 ・ 手 数 料 2.3  2.1  2.1  2.1  2.1  

国 県 支 出 金 13.1  18.1  17.1  17.1  16.6  

２４２０ ２１ ２２ ２３

財 産 収 入 0.3  0.2  0.2  0.1  0.3  

繰 越 金 1.3  1.5  1.8  1.7  1.6  

地 方 債 5.4  5.3  8.2  7.1  8.5  

そ の 他 10.7  10.6  7.5  8.6  8.2  

合 計 100.0  100.0  100.0  100.0  100.0  

－9－



別表７
歳 出 の 性 質 別 構 成 率 推 移 表

年　　度

区　　分

％ ％ ％ ％ ％ 

18.1  16.2  15.0  16.6  16.0  

12.5  12.1  15.4  15.8  16.8  

13.3  12.9  12.6  11.7  10.9  

43.9  41.2  43.0  44.1  43.7  

11.3  11.5  11.8  12.8  12.5  

0.7  0.8  0.9  0.9  1.1  

物 件 費

維 持 補 修 費

人 件 費

扶 助 費

２４

公 債 費

小 計

２３２０ ２２２１

16.7  19.1  15.1  15.4  15.5  

0.9  0.5  1.5  0.3  0.2  

2.7  2.5  2.2  1.9  1.8  

15.3  16.1  14.5  14.9  14.2  

8.5  8.3  11.0  9.7  11.0  

普 通 建 設 事 業 8.4  8.3  10.9  9.6  10.9  

災 害 復 旧 事 業 0.1  0.0  0.1  0.1  0.1  

100.0  100.0  100.0  100.0  100.0  合 計

投 資 出 資 貸 付 金

繰 出 金

投 資 的 経 費

補 助 費 等

積 立 金

－10－



別表８
歳 出 の 目 的 別 構 成 率 推 移 表

年　　度

区　　分

％ ％ ％ ％ ％ 

議 会 費 1.2  1.2  1.2  1.6  1.4  

総 務 費 11.5  14.3  10.4  9.8  10.5  

民 生 費 26.1  25.5  29.4  30.4  32.5  

衛 生 費 14.2  13.4  13.1  13.3  12.6  

労 働 費 0.4  0.7  0.8  1.0  0.5  

農 林 水 産 業 費 7.3  7.2  7.2  7.2  6.9  

２０ ２１ ２２ ２３ ２４

商 工 費 0.7  0.6  1.0  1.7  1.1  

土 木 費 13.7  13.3  11.7  11.3  10.9  

消 防 費 3.5  3.4  3.4  3.5  3.8  

教 育 費 8.0  7.5  9.1  8.4  8.8  

災 害 復 旧 費 0.1  0.0  0.1  0.1  0.1  

公 債 費 13.3  12.9  12.6  11.7  10.9  

諸 支 出 金        －        －        －        －        －

合 計 100.0  100.0  100.0  100.0  100.0  

－11－



別表９

１３ ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度

95.2       94.2       88.7       91.4       91.7       

(98.4)      (99.3)      (96.6)      (98.3)      (99.1)      

　等　　の　　状　　況

42.3       

10.2       

0.51     

100.6       

3.1       

－

－

43.7       

－

43.0       

14.1       

42.5       

11.4       13.5       12.2       

0.52     

103.5       

3.9       

－

－

44.1       100（％）

100（％）

100（％）

地方公共団体の全会計を連結した実質赤字額

5 実質赤字比率
普 通 会 計 の 実 質 赤 字 額
標 準 財 政 規 模

6
連 結 実 質
赤 字 比 率 標 準 財 政 規 模

100（％）

100（％）×8 公 債 費 比 率

－

41.5       100（％）

公債費充当一般財源－災害復旧費等に係る基準財政需要額
標準財政規模－災害復旧費等に係る基準財政需要額

（人件費＋扶助費＋公債費）に充当の一般財源

歳 出 総 額

×

7
義務的経費の
構 成 比

101.0       

3.8       

43.9       

－

－×

2 経常収支比率

3
経常一般財源
指 数

4 実質収支比率

基 準 財 政 収 入 額
基 準 財 政 需 要 額

経 常 一 般 財 源 収 入 額
標 準 財 政 規 模

人 件 費 ＋ 扶 助 費 ＋ 公 債 費

経 常 一 般 財 源 の 額

充 当 一 般 財 源 の 総 額

実 質 収 支 の 額
標 準 財 政 規 模 × 100（％）

経 常 経 費 充 当 一 般 財 源 の 額

×

0.54     

102.5       

3.4       

× 100（％）

×

0.58     

4.3       

42.1       44.1       

算 式

　（３カ年平均）

財　　政　　力　　指　　数  

1 財 政 力 指 数

項 目

×

－

－

41.1       

0.57     

99.8       

( )

－ ( 同　 上 )

( )

※9 起債制限比率及び10 実質公債費比率は3か年平均です。

17.1       

34.1       

7.6       

11.8       

84.3       

24.2       

16.8       

9.2       8.6       

14.3       15.8       

96.2       

24.6       

×100(％)

11
将 来 負 担
比 率

10

将来的に負担となる見込の額[地方
債現在高や退職手当，設立法人の負
債額等のうち，地方公共団体の負担

となる見込の額] 137.5       105.6       

16.9       

×100(%)

9.1       
公債費充当一般財源－ )

※5 普通会計とは，一般会計に住宅資金貸付事業，へき地診療施設及び相生墓園事業を含めたものです。

25.4       

12.8       

28.5       

12

実 質 公 債 費
比 率

9

13
普通建設事業
費 比 率

公債費充
当一般財

源

公営企業債の償
還に充てられた
と認められる繰

入金

+

標 準 財 政 規 模 －

標 準 財 政 規 模

災害復旧費等に係る
基準財政需要額

14

充当可
能特定
収入

+

(

＋同　 上 同　 上

＋
事業費補正に係る基
準財政需要額

普通建設事業
費に対する一
般財源充当率

普 通 建 設 事 業 費 の 額
普 通 建 設 事 業 充 当 一 般 財 源

標 準 財 政 規 模

補 助 費 等
比 率

普 通 建 設 事 業 費 の 額

補 助 費 等 の 額
標 準 財 政 規 模

100（％）

充当
可能
基金

標 準 財 政 規 模 －
起債制限比率

- ( +

地方債現在高等
に係る基準財政
需要額算入見込

額

( (-

一部事務組合の地
方債の償還に充て
られたと認められ

る負担金

×

100（％）

121.5       
)

30.6       

× 100（％）

災害復旧費や事業費補正等により基準財政
需要額に算入された公債費等

+ )

41.7       

17.1       

47.9       ×

9.3       

+

公債費に準
ずる債務負
担行為の一
般財源

災害復旧費や事業費
補正等により基準財
政需要額に算入され

た公債費等

)

×100(%)

15.3       

40.8       

13.3       

※2 経常収支比率の( )書きは減税補てん債，臨時税収補てん債，臨時財政対策債を控除した比率です。

※5 実質赤字比率及び6 連結実質赤字比率は，赤字がないため － で表記しています。

※3 平成24年度決算から全ての年度について経常一般財源収入額に臨時財政対策債を加えた数値としています。

23.5       

－12－
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平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度

実質公債費比率 24.5 22.7 17.4 16.9 16.8 15.8 14.3 11.8

公債費比率 19.0 18.2 15.9 14.4 14.7 14.1 13.5 12.2 11.4 10.2

起債制限比率 12.7 12.1 11.4 10.2 9.4 9.1 9.3 9.2 8.6 7.6

経常収支比率 92.2 89.4 85.3 90.5 92.2 95.2 94.2 88.7 91.4 91.7
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